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2013年3月期 第1Ｑ 業績ハイライト
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2013年3月期 第１Ｑ 業績ハイライト

 ＴＫＲは2012年7月に子会社化したため、前期と比較しＴＫＲの第１四半期の業績が貢献

志摩電子工業が12月決算に変更となりました。そのため志摩日本、志摩香港の第１四半期に該
当する1月～3月の業績は既に2012年3月期に計上されているため、今期の第１四半期業績には
含まれておりません

グループ業績はほぼ計画通りの進捗状況

前年同期比：売上高＋52.8％、営業利益＋328.9％
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2013年3月期 第１Ｑ 業績ハイライト （Ｐ/Ｌ）

（単位：百万円）

計画 実績 差異 達成率

売上高 8,000 8,172 172 102.2% 5,347 +52.8%

売上総利益 1,290 1,254 ▲36 97.2% 612 +104.9%

（売上総利益率） 16.1% 15.3% ▲0.8% - 11.4% -

販売管理費 1,095 1,062 ▲33 97.0% 567 +87.3%

（販売管理費率） 13.7% 13.0% ▲0.7% - 10.6% -

営業利益 195 193 ▲2 99.0% 45 +328.9%

（営業利益率） 2.4% 2.4% - - 0.8% -

経常利益 250 244 ▲6 97.6% 22 +1,009.1%

（経常利益率） 3.1% 3.0% ▲0.1% - 0.4% -

当期純利益 105 107 2 101.9% ▲1 -

（当期純利益率） 1.3% 1.3% - - - -

第１四半期
項目/決算別 前年同期 前年同期比

業績はほぼ計画通りの進捗状況

（売上高達成率 102.2%、営業利益達成率 99.0%)
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四半期別 業績推移

2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期

（単位：百万円） 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ 2Ｑ 3Ｑ 4Ｑ 1Ｑ

売上高 3,045 5,938 5,991 5,701 5,347 5,660 10,678 10,147 8,172
営業利益 99 177 164 162 45 105 ▲ 79 180 193
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2011年3月期 2012年3月期 2013年3月期

（単位：百万円）

一過性の要因（震災等）により営業利益マイナス

（注）

志摩電子工業が12月決算に変更

志摩日本、志摩香港の
第１四半期に該当する
1月～3月の業績は今期の
第１四半期に含まれており
ません

志摩日本、志摩香港の第１四半期
の業績は既に2012年3月期に計上さ
れております

2010/7月
志摩電子工業子会社化

2011/7月
ＴＫＲと経営統合

営業利益は東日本大震災、タイ大洪水後、順調に回復

2013年3月期より
志摩電子工業 決算期変更（注）
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2013年3月期 第1Ｑ 事業別業績ハイライト

ＩＳ事業

インラインソリューション事業

ＣＳ事業

カスタマーサービス事業

決算期

項目 計画 実績 差異 達成率

売上高 2,550 2,432 ▲ 118 95.4% 2,009 +21.1%

（構成比） 31.9% 29.8% ▲2.1% - 37.6% ▲7.8%

営業利益 20 ▲ 27 ▲ 47 - 11 -

（営業利益率） 0.8% - - - 0.5% -

現場社員数（人） 2,700 2,835 135 105.0% 2,457 +15.4%

第１四半期 前年
同期比

前年同期

決算期

項目 計画 実績 差異 達成率

売上高 700 606 ▲ 94 86.6% 686 ▲11.7%

（構成比） 8.8% 7.4% - - 12.8% ▲5.4%

営業利益 30 16 ▲ 14 53.3% 19 ▲15.8%

（営業利益率） 4.3% 2.6% ▲1.6% - 2.8% ▲0.1%

現場社員数（人） 690 661 ▲ 29 95.8% 726 ▲9.0%

第１四半期
前年同期

前年
同期比

リーマンショック後
最高在籍数達成

ＣＳ事業推進体制の再構築

＊前年同期のＩＳ、ＣＳ、ＧＥ事業の営業利益は間接費用の配分がされたものを記載しております
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2013年3月期 第1Ｑ 事業別業績ハイライト

ＧＥ事業

グローバルエンジニアリング事業

ＥＭＳ事業
エレクトロニクス

マニュファクチャリングサービス事業

決算期

項目 計画 実績 差異 達成率

売上高 150 156 6 104.0% 155 +0.6%

（構成比） 1.9% 1.9% 0.0% - 2.9% ▲1.0%

営業利益 ▲ 5 3 8 - 3 +0.0%

（営業利益率） - 1.9% - - 1.9% -

現場社員数（人） 110 110 0 100.0% 111 ▲0.9%

第１四半期 前年
同期比

前年同期

決算期

項目 計画 実績 差異 達成率

売上高 4,600 4,977 377 108.2% 2,497 +99.3%

（構成比） 57.5% 60.9% 3.4% - 46.7% 14.2%

営業利益 150 201 51 134.0% 12 +1,575.0%

（営業利益率） 3.3% 4.0% 0.8% - 0.5% -

第１四半期 前年
同期比

前年同期

ＴＫＲグループと志摩グループ
の連携で受託型の開発設計
業務を受注

横断的営業戦略組織を設置し、
キーアカウントに対する本社営
業を精力的に進める

＊前年同期のＩＳ、ＣＳ、ＧＥ事業の営業利益は間接費用の配分がされたものを記載しております
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2013年3月期 第１Ｑ 業績ハイライト （Ｂ/Ｓ）

流動資産 前期末比＋379百万円

固定資産 前期末比+236百万円

流動負債 前期末比＋480百万円

未払金 ＋98百万円

短期借入金 +336百万円

資本金 前期末比±0百万円

変動なし

資本剰余金

利益剰余金 前期末比＋66百万円

その他 前期末比＋331百万円

受取手形及び売掛金 +367百万円

為替換算調整勘定 ＋108百万円
少数株主持分 +197百万円

無形固定資産 ＋150百万円
投資その他資産 +111百万円

2012年3月期

（12/3末） （13/6末） 増減 前期末比

18,710 19,326 616 +3.3%

流動資産 13,036 13,416 380 +2.9%

固定資産 5,672 5,909 237 +4.2%

12,870 13,089 219 +1.7%

流動負債 10,229 10,710 481 +4.7%

固定負債 2,641 2,379 ▲ 262 -

純資産 5,839 6,236 397 +6.8%

資本金 501 501 0 -

資本剰余金 231 231 0 -

利益剰余金 2,828 2,894 66 +2.3%

その他 2,279 2,610 331 +14.5%

負債・純資産合計 18,710 19,326 616 +3.3%

2013年3月期

資産合計

負債

項目/決算別

（単位：百万円）

固定負債 前期末比▲261百万円

長期借入金 ▲230百万円

総資産総資産19,32619,326百万円、純資産百万円、純資産6,2366,236百万円百万円

前期末比±0百万円

変動なし
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2013年3月期 第１Ｑ 業績ハイライト （Ｃ/Ｆ）

＜C/F＞

項目/決算別 2012年3月期　第1Ｑ 2013年3月期　第1Ｑ

（単位：百万円）
（2011年4月1日～

　　　　2011年6月30日）
（2012年4月1日～

　　　　2012年6月30日）

営業活動による
キャッシュ・フロー

▲180 129 309

投資活動による
キャッシュ・フロー

▲12 ▲ 273 ▲ 261

財務活動による
キャッシュ・フロー

509 ▲ 24 ▲ 533

現金及び現金同等物の
増減額

322 ▲ 106 ▲ 428

現金及び現金同等物の
期末残高

2,034 3,766 1,732

＜主な指標＞

項目/決算期 2012年3月期　第1Ｑ 2013年3月期　第1Ｑ 増減

1株あたり純資産（円） 21,043.28 34,654.92 13,611.64

自己資本比率（％） 27.8 18.3 ▲ 9.5

1株あたり純利益（円） ▲7.46 1,047.39 1,054.85

増減

前年同期比：1株あたり純資産・純利益ともに大幅増加
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第 1 Ｑ の 成 果 ・ ト ピ ッ ク ス
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第１Ｑの成果・ＴＯＰＩＣＳ

北京中基衆合国際技術服務有限公司が
河南省人力資源人材開発中心と業務提携
：中国人材採用ルートの確立（月間採用力 500名～3,000名）

北京中基衆合国際技術服務有限公司が
河南省人力資源人材開発中心と業務提携
：中国人材採用ルートの確立（月間採用力 500名～3,000名）

グループ協業体制による新規案件の獲得グループ協業体制による新規案件の獲得

カスタマーサービス専用Ｗｅｂサイト開設による ＣＳ事業の強化カスタマーサービス専用Ｗｅｂサイト開設による ＣＳ事業の強化

中国 製造派遣事業・ベトナム 製造請負事業の順調な推移中国 製造派遣事業・ベトナム 製造請負事業の順調な推移
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人材提供能力の高さ人材提供能力の高さ

第１Ｑの成果・ＴＯＰＩＣＳ

北京中基衆合国際技術服務有限公司が

河南省人力資源人材開発中心と業務提携

中国人材採用ルートの確立（月間採用力500名～3,000名規模）

政府機関である
「河南省人力資源人材開発中心」と業務提携

政府機関である
「河南省人力資源人材開発中心」と業務提携

河南省の人材供給能力は、
中国全土でＮｏ．１
2011年採用実績は約10万人

中国に進出している
メーカー各社の課題 人が集まらない、離職率が高い

河南省人力資源和社会保障庁（日本でいう厚生労働省の地方版）

に属する政府機関で主な業務は採用支援業務

「河南省人力資源人材開発中心」

中国政府機関を通じて人材を効率的に提供できるルートを獲得中国政府機関を通じて人材を効率的に提供できるルートを獲得

調印式：
左から2番目が河南省人力資源和社会保障庁
人力資源人材開発中心 王主任
右から2番目が中基衆合無錫分公司朝日総経理
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第１Ｑの成果・ＴＯＰＩＣＳ

グループ協業体制による新規案件の獲得

成長分野であるリチウムイオン電池市場で案件獲得成長分野であるリチウムイオン電池市場で案件獲得

図面・部品表

セルメーカー 開発会社

セル / 制御情報

・顧客紹介
・電池選定
・法規、規格指導
・電極接合方法
・推奨制御方法

・製造

・販売

顧客

・開発 / 評価

バッテリーパック

対価

（パック設計・製造）

： 情報

： 成果物 / 製品

製造時必要となる情報

セル

要求仕様
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第１Ｑの成果・ＴＯＰＩＣＳ

● 家電量販店からも受注し、

7月から修理サービス開始

● 家電量販店からも受注し、

7月から修理サービス開始

● カスタマーサービス

専用Ｗｅｂサイトを開設

● カスタマーサービス

専用Ｗｅｂサイトを開設

＜カスタマーサービス専用Ｗｅｂサイト＞
http://www.n-ms.co.jp/cs/

カスタマーサービス専用Ｗｅｂサイト開設によるＣＳ事業の強化
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第１Ｑの成果・ＴＯＰＩＣＳ

北京中基衆合

平成22年12月

平成24年1月設立華東地域華東地域

中基衆合 無錫分公司

中基衆合 深圳分公司華南地域華南地域

ＮＭＳｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾍﾞﾄﾅﾑ
ﾊﾉｲ支店（開設）

ＮＭＳｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙﾍﾞﾄﾅﾑ
（ﾎｰﾁﾐﾝ）

平成23年9月設立

派遣ビジネス拡大のための派遣ビジネス拡大のための
管理者・リーダークラス育成管理者・リーダークラス育成
派遣実績派遣実績 約約440000名名
（受注残：約（受注残：約4,0004,000名）名）

中国

ベトナム

新規案件受注新規案件受注
ベトナム進出企業支援ベトナム進出企業支援

中国 製造派遣事業・ベトナム 製造請負事業の順調な推移
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2013年3月期 通期業績予想

注意点: 志摩グループの決算期の変更について

志摩グループの決算期を3月から12月に変更をしたため、2013年3月期の業績予想について
は以下が注意点となります。

2013年3月期は志摩日本および香港の期間損益は４月～12月の9ヶ月分の計上となります。

志摩日本および香港の第１四半期に該当する2012年1月～3月の損益は2012年3月期に計
上されているため、2013年3月期の第１四半期には志摩日本および香港の損益は計上されま
せん。なお、志摩マレーシアについては当初より12月決算のため変更はございません。
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2013年3月期 通期業績予想 （連結）

売上高：前期比＋売上高：前期比＋41.441.4％、利益：営業利益で前期比＋％、利益：営業利益で前期比＋296.8296.8％％

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 11,007 19,000 7,993 +72.6% 20,825 26,000 5,175 +24.8% 31,832 45,000 13,168 +41.4%

売上総利益 1,315 2,610 1,295 +98.5% 2,268 3,030 762 +33.6% 3,583 5,640 2,057 +57.4%

（売上総利益率） 11.9% 13.7% 1.8% - 10.9% 11.7% 0.8% - 11.3% 12.5% 1.2% -

販売管理費 1,165 2,250 1,085 +93.1% 2,167 2,390 223 +10.3% 3,332 4,640 1,308 +39.3%

（販売管理費率） 10.6% 11.8% 1.3% - 10.4% 9.2% ▲1.2% - 10.5% 10.3% ▲0.2% -

営業利益 150 360 210 +140.0% 102 640 538 +527.5% 252 1,000 748 +296.8%

（営業利益率） 1.4% 1.9% 0.5% - 0.5% 2.5% 2.0% - 0.8% 2.2% 1.4% -

経常利益 85 415 330 +388.2% 181 635 454 +250.8% 266 1,050 784 +294.7%

（経常利益率） 0.8% 2.2% 1.4% - 0.9% 2.4% 1.6% - 0.8% 2.3% 1.5% -

当期純利益 1,274 190 ▲ 1,084 ▲85.1% 82 310 228 +278.0% 1,356 500 ▲ 856 ▲63.1%

（当期純利益率） 11.6% 1.0% ▲10.6% - 0.4% 1.2% 0.8% - 4.3% 1.1% ▲3.1% -

上期累計 下期累計 2013年3月期(通期)累計
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2013年3月期 通期業績予想概要 （連結）

（前期比＋41.4％、13,168百万円増収）45,000百万円売上高

（前期比+57.4％、2,057百万円増益）5,640百万円売上総利益

（前期比+296.8％、748百万円増益）1,000百万円営業利益

（前期比△63.1％、△856百万円減益）500百万円当期純利益

（前期比＋ 6.8%、197百万円増収）3,100百万円●ＭＳ事業

（前期比＋58.3%、11,050百万円増収）30,000百万円●ＥＭＳ事業

（前期比＋ 19.4%、122百万円増収）750百万円●ＧＥ事業

（前期比＋19.0%、1,779百万円増収）11,150百万円●ＩＳ事業

…売上総利益率が1.2Point改善（11.3％→12.5%)

…販売管理費が前期比で＋1,308百万円増加するも営業利益率を1.4Point改善（0.8%→2.2%)

…今期より志摩グループが12月決算になるため、志摩日本、志摩香港の損益計上が9ヶ月分となるが、
ＴＫＲの期間損益の計上が12ヶ月分となるため、ＥＭＳ事業の売上高は前期比＋58.3％増加
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2013年3月期 通期業績予想概要 （連結）

売上高：前期比＋売上高：前期比＋41.441.4％％ 営業利益：前期比＋営業利益：前期比＋296.8%296.8%

売上/営業利益

2011年3月期

売上/営業利益

2010年3月期

売上/営業利益

2012年3月期

（単位：百万円）

20,675 603

11,224
234

31,832
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2013年3月期 営業利益について

各事業部の収益改善により営業利益1,000百万円
（ 前期比+296.8％増、+748百万円増益）

nms

＋512
Ｍ

2012年3月期
252百万円

2013年3月期
1,000百万円

志摩
営業損益

改善
＋４７M

採用関連
コスト
△23M

その他
△24M

nms
粗利益改善
＋512Ｍ

nms販管費
△249Ｍ

ＴＫＲ、志摩
営業損益改善

＋485Ｍ

IS事業+425M
CS事業+42M
GE事業+45Ｍ

海外支援
コスト
△58M 業容拡大

に伴う
人員増
△107M

システム
投資関連

コスト
△37M

TKR

営業
損益
改善

+４３８Ｍ

nms＋512Mの内容
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2013年3月期 事業別業績見通し

ＩＳ事業 インラインソリューション事業 売上高19.0%増

CS事業 カスタマーサービス事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 4,407 5,230 823 +18.7% 4,964 5,920 956 +19.3% 9,371 11,150 1,779 +19.0%

（構成比） 40.0% 27.5% ▲12.5% - 23.8% 22.8% ▲1.1% - 29.4% 24.8% ▲4.7% -

営業利益 - 45 - - - 200 - - - 245 - -

（営業利益率） - 0.9% - - - 3.4% - - - 2.2% - -

現場社員数（人） 2,666 2,950 284 +10.7% 2,796 3,250 454 +16.2% 2,796 3,250 454 +16.2%

通期累計下期累計上期累計

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 1,491 1,450 ▲ 41 ▲2.7% 1,412 1,650 238 +16.9% 2,903 3,100 197 +6.8%

（構成比） 13.5% 7.6% ▲5.9% - 6.8% 6.3% ▲0.4% - 9.1% 6.9% ▲2.2% -

営業利益 - 60 - - - 135 - - - 195 - -

（営業利益率） - 4.1% - - - 8.2% - - - 6.3% - -

現場社員数（人） 756 725 ▲ 31 ▲4.1% 684 780 96 +14.0% 684 780 96 +14.0%

通期累計下期累計上期累計

売上高6.8%増

＊前期のＩＳ事業の営業利益は間接部門費用の
配分がなされていないため非表示とする

＊前期のＣＳ事業（旧ＭＳ事業）の営業利益は間接部門費
用の配分がなされていないため非表示とする
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2013年3月期 事業別業績見通し

ＧＥ事業

ＥＭＳ事業 エレクトロニクスマニュファクチャリングサービス事業

（ＧＳ事業＋ＥＳ事業）

グローバルエンジニアリング事業

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 309 320 11 +3.6% 319 430 111 +34.8% 628 750 122 +19.4%

（構成比） 2.8% 1.7% ▲1.1% - 1.5% 1.7% 0.1% - 2.0% 1.7% ▲0.3% -

営業利益 - ▲ 5 - - - 25 - - - 20 - -

（営業利益率） - ▲1.6% - - - 5.8% - - - 2.7% - -

現場社員数（人） 112 125 13 +11.6% 113 170 57 +50.4% 113 170 57 +50.4%

通期累計下期累計上期累計

項目/決算別

（単位：百万円） 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比 前期 当期 増減 前期比

売上高 4,799 12,000 7,201 +150.1% 14,151 18,000 3,849 +27.2% 18,950 30,000 11,050 +58.3%

（構成比） 43.6% 63.2% 19.6% - 68.0% 69.2% 1.3% - 59.5% 66.7% 7.1% -

営業利益 8 220 212 +2,650.0% 7 280 273 - 15 500 485 -

（営業利益率） 0.2% 1.8% 1.7% - +0.0% 1.6% 1.5% - +0.1% 1.7% 1.6% -

通期累計下期累計上期累計

売上高19.4%増

売上高58.3%増

＊前期のＧＥ事業の営業利益は間接部門費用の配分がな
されていないため非表示とする

＊前期のＥＭＳ事業の営業利益は間接部門費用の配分が
なされているため表示
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

2011/3期 2012/3期 2013/3期予想

海外ＥＭＳ

ＧＥ

CS(旧ＭＳ）

IS

国内ＥＭＳ

事業別売上構成

41.2％

3.3％

35.5％

4.6％

15.3％

42.2%

9.1％

29.4％

17.3%

2.0％

52.2％

1.7％

6.9％

24.8％

14.4％

２０１３年３月期予想で海外売上高比率５０％超
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株主還元

総還元性向（配当＋自己株式取得）２０％を中長期的目標

配当性向１０％を目処に期末配当額を検討

単位：円/（％）

配当金（1株）

配当性向(連結）

総還元性向（連結）

2010年年3月期 2011年3月期 2012年3月期

100円 200円

- 2.2％

- 2.2％

普通配当 普通配当

普通配当

＋特別配当

＋記念配当の場合

400円

4.4％

4.4％

（単体ベース） （4.3％） （10.0％） （20.0％）

（10.0％） （10.0％） （20.0％）（単体ベース）

＊２０１１年3月期第2四半期より連結決算をおこなっているため、参考として単体ベースも記載
＊２０１０年3月期は、自己株式取得（取得金額13,024,540円）を実施

＊２０１１年４月1日を効力日として株式分割（1株→5株）を実施したため、上記は分割後換算で表示

2013年3月期

6.5％

普通配当

300円

-

6.5％

300円

2.2％

2.2％

普通配当
普通配当

＋記念配当の場合

400円

3.0％

3.0％

- -

-- -

（予想）
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（参考資料） 中期経営計画
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経営環境（外部環境） ～製造ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り巻く環境～

製造業の海外移転が加速 恒常的な円高

国内 高付加価値製品や新製品開発等が主体

海外 汎用品の生産が主体

国内・海外別 メーカーニーズの変化
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経営環境（外部環境） ～製造ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り巻く環境～

環境変化から見た新たな製造アウトソーシングニーズ

国内に加え、海外での生産、人材提供体制がポイント国内に加え、海外での生産、人材提供体制がポイント

請負力（製造受託力）

コンプライアンス体制

製造サービスの高度化への対応

モノづくり品質

人材提供力

国内 海外

ー

ー

ー

ー

ー

国内 海外

従前 今後
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経営環境（外部環境） ～製造ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り巻く環境～

国内での需要が高まる修理業務

IS事業

•国内・海外に広がる製造派遣、請負基盤
•コンプライアンスを前提とした豊富な請負事例

•国内・海外のEMS工場（国内７箇所、海外５箇所）
•設計開発から完成品までの一貫生産体制を構築

EMS事業

GE事業

設計開発分野における日本人、中国人技術者派遣

CS事業

•カスタマーサービス事業の拡充
•新規ビジネスの開始

請負力（製造受託力）

コンプライアンス体制

製造サービスの
高度化への対応

モノづくり品質

人材提供力

国内 海外

新たなニーズ

すでに新たなニーズを見据えた事業展開を実行すでに新たなニーズを見据えた事業展開を実行
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経営環境（外部環境） ～製造ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り巻く環境～

労働者派遣法の改正と2012年問題

「製造派遣の原則禁止」を削除→ 「3年間の期間制限」はそのまま

リーマンショック

２００８

２００９
２０１０ ２０１１ ２０１２

抵触日抵触日
生産回復により製造派遣契約を締結し稼働開始

１年 ２年 ３年

2008年のリーマンショックでの減産にともない
自然に製造派遣のクーリングオフ期間が発生。
生産回復となり再度製造派遣契約をした現場は

2012年度に契約満了の期限が発生

減産により生産ラインが稼働しなかった結果、
自然にクーリングオフ期間が発生

労働者派遣法改正法案については当初の厳しい規制方針を大幅に緩和し、
「登録型と製造派遣の原則禁止を削除する」等の修正案が提出され、参院本
会議で可決し成立（公布は４月６日）

2012年3月28日
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経営環境（外部環境） ～製造ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞを取り巻く環境～

労働者派遣法の改正と2012年問題

※直接雇用についてー労働契約法（有期労働）改正案
「５年を超えた場合、有期契約労働者が申し出れば、 雇用先の企業に期間を区切らない
「無期雇用」に転換させる ＊労働基準法は有期雇用について、１回の契約で働ける年数を原則３年以内と定めているが、

契約更新を重ねた場合の上限規定がなかった。

トレンド

「二者択一」

OR

選択肢

派遣 請負 直接雇用※

○ 季節変動対応が容易で

使い勝手は良いが、

× 3年の利用期間制限あり、

ものづくり現場には合わない

○ 生産変動対応

○ コスト低減

○ 期間制限がない

× 体制構築が困難

× 生産変動対応が困難

× 自前採用活動と関連コ
スト増

○ 高度なニーズに対応

5年しか利用できない可能性永続的に利用できる3年しか利用できない

時限なく利用できるのは請負しか残らない

nmsは請負拡大のチャンス
・65歳定年制 ・無期雇用
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中期的戦略－当社の戦略

「neoEMS」をグローバルに展開し、「neoEMS」をグローバルに展開し、

「モノづくり」と「人材提供の機動性」を併せ持つ

海外生産ニーズ、国内でのモノづくりニーズを獲得海外生産ニーズ、国内でのモノづくりニーズを獲得
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当社のビジョン 「neo EMS」

工業団地・近隣工場

機械
電子部品

食品nmsグループ
ＥＭＳ工場、テック

自動車

医療

工業団地・近隣工場

製造現場で必ず発生する生産変動
にあわせてメーカーが求めている
モノづくり力と人材を提案できる、
それが「neo EMS」です。

当社グループの工場を中心に近隣のメーカー
各社間でモノづくり人材を生産変動に合わせ
て活用する人材のＳＣＭを構築、

人材をメーカー各社で活用することで、
雇用の存続が可能となり人材の付加価値が
向上し、事業規模の拡大につながります
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中期的戦略 ー グループが目指すビジョン

製造アウトソーシング アジアＮｏ１製造アウトソーシング アジアＮｏ１

事業規模を2011年３月期比３倍に拡大

中国事業を中心に海外売上高比率を５０％超に拡大

2014年３月期は
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当社の戦略－事業投資戦略

製造アウトソーシング アジアNo.1に向けて
国内で得た収益で海外事業に投資

製造アウトソーシング アジアNo.1に向けて
国内で得た収益で海外事業に投資

マレーシア
EMS事業

・モノづくりサービス品質の向上

・競争優位性の確立

収益性の向上
中国
労務派遣
EMS事業

ベトナム
製造請負

海外事業海外事業
MissionMission

海外事業規模の拡大、
海外インフラの構築

海外事業規模の拡大、
海外インフラの構築

国内事業国内事業
MissionMission

海外投資源泉の適正確保海外投資源泉の適正確保

将来国内に還元
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予想

2014/3月期
計画

2020/3月期
計画

IS MS

GE EMS

業績推移と今後の計画

●中国・ベトナムにおける製造派遣、製造請負の拡大

●国内修理事業の拡大

●海外ＥＭＳの拡大

1,000億円以上1,000億円以上

318億円318億円

450億円450億円

650億円650億円

206億円206億円

112億円112億円

売上高
（M）

売上高1,000億円を目指した展開売上高1,000億円を目指した展開
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●

Ｔ
Ｋ
Ｒ

Ｍ
Ａ
Ｎ
Ｕ
Ｆ
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｕ
Ｒ
Ｉ
Ｎ
Ｇ

（Ｍ
Ａ
Ｌ
Ａ
Ｙ
Ｓ
Ｉ
Ａ
）Ｓ
Ｄ
Ｎ
．
Ｂ
Ｈ
Ｄ

●

㈱
東
北
テ
ー
ケ
ィ
ア
ー
ル

●

㈱
岩
手
テ
ー
ケ
ィ
ア
ー
ル

●

㈱
茨
城
テ
ー
ケ
ィ
ア
ー
ル

●

中
宝
華
南
電
子
（東
莞
）
有
限
公
司

●

Ｔ
Ｋ
Ｒ

Ｈ
Ｏ
Ｌ
Ｄ
Ｉ
Ｎ
Ｇ
Ｓ

Ｌ
Ｉ
Ｍ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｄ

●

Ｔ
Ｋ
Ｒ

Ｐ
Ｒ
Ｅ
Ｃ
Ｉ
Ｓ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

（Ｍ
Ａ
Ｌ
Ａ
Ｙ
Ｓ
Ｉ
Ａ
）Ｓ
Ｄ
Ｎ
．
Ｂ
Ｈ
Ｄ

●

Ｔ
Ｋ
Ｒ

Ｈ
Ｏ
Ｎ
Ｇ

Ｋ
Ｏ
Ｎ
Ｇ

Ｌ
Ｉ
Ｍ
Ｉ
Ｔ
Ｅ
Ｄ

●

志
摩
電
子
工
業
（香
港
）
有
限
公
司

●

Ｓ
Ｈ
Ｉ
Ｍ
Ａ

Ｅ
Ｌ
Ｅ
Ｃ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
Ｎ
Ｉ
Ｃ

Ｉ
Ｎ
Ｄ
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ｙ

（Ｍ
Ａ
Ｌ
Ａ
Ｙ
Ｓ
Ｉ
Ａ
）Ｓ
Ｄ
Ｎ
．
Ｂ
Ｈ
Ｄ

北京日華材創国際
技術服務有限公司

●

北
京
中
基
衆
合
国
際
技
術
服
務
有
限
公
司

100％ 53％ 100％

（％：出資比率）

nmsﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

nmsグループ（現在） nmsグループの将来構想

TKR 志摩電子工業
北京日華材創国際
技術服務有限公司

香港

株式市場上場
（メインボード）

グループ価値最大化

シンガポール

株式市場上場
（カタリスト）

東京

証券取引所上場
（市場第1部）

中国
東南
アジア

日本

nms

グループ体制：グループ価値最大化に向けた将来構想

NMSﾍﾞﾄﾅﾑ
ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

100％
NMSﾍﾞﾄﾅﾑ

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

中国、東南アジアで事業を拡大するために
グローバルな資金調達を実現

中国、東南アジアで事業を拡大するために
グローバルな資金調達を実現
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本資料は当社をご理解いただくために作成されたもので、当社への投資勧誘を目的としておりません。

本資料を作成するに当たっては正確性を期すために慎重に行っておりますが、完全性を保証するものでは
ありません。本資料の中の情報によって生じた障害や損害については、当社は一切責任を負いません。

本資料中の業績予想ならびに将来予測は、本資料作成時点で入手可能な情報に基づき当社が判断したも
のであり、潜在的なリスクや不確実性が含まれています。そのため、事業環境の変化等の様々な要因によ
り、実際の業績は言及または記述されている将来見通しとは大きく異なる結果となることがあることをご承
知おきください。

本資料に関するお問い合わせ

日本マニュファクチャリングサービス株式会社
コーポレート本部 広報IRグループ

Tel:03-5333-1711
E-mail:nms-ir@n-ms.co.jp
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